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研究テーマ（発表タイトル） 

新興国における価値類似性を用いたブランド戦略 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

 海外市場で日本企業が自国のイメージを有効に活用し、ブランド価値を上げて購買意欲を向上させる有効な方法は何か。ま

たどのようにすればブランド価値を上げることができるのか。これらを考えることが本研究の目的である。 

 海外市場で、すでにその国の消費者が心の中で抱いている外国の良いイメージは、商品購入の際に日本ブランドを選ぶ時の手

がかりとなる。日本ブランドの選択を促す「国のイメージ」として、私たちは「価値類似性(共感)」の有効性に注目する。 

今後、人口の増加とともに市場の拡大が期待される新興国市場においてブランド力を確立させることは日本企業にとって重要

な課題である。日本政府も様々な支援策を打ち出している。しかし「クールジャパン」政策が批判されるように、今のところ成果に

乏しいようだ。「クールジャパン」政策については政府も自ら改善点として「共感の獲得」を挙げている。しかし具体的にどのように改

善するか、まだ方法が定まっていないようだ。 

 政府、企業は、新興国の消費者の心の中にすでにある良いイメージを活用し、消費者とのコミュニケーションを通じて彼らが日本

の製品・サービスに感じるブランド価値を高める必要がある。そのためには彼らが日本の社会や人々のどのような側面に共感し、そ

れが日本製品のどんな側面に価値を感じさせているのかを具体的に特定することが大切である。インドネシアと日本でアンケート調

査と企業・政府機関でヒアリングを行った。そのデータを基に、韓国ブランドと日本ブランドのスキンケア製品とエレクトロニクス製品に

対するインドネシア人と日本人の消費者の購買プロセスを分析する。それに基づき、新しい日本のブランド政策の方向性を考察

する。最終的に外国に共感を持ってもらえるような「国のブランド政策」の基盤となる考え方を政府に先駆けて提言する。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 インドネシアは ASEAN の中で最も人口が多く、所得が底上げされている。人口も若く大きな将来需要が見込めるインドネシア

は日本企業の進出先の上位国である。そして同国は世界有数の親日国で、日本の国のイメージはとてもいい。しかし日本ブラン

ドの市場シェアは必ずしも高いと言えない。早くから進出した自動車等では大きなシェアが得られているが、比較的新しい分野、

例えばスマートフォンやスキンケア市場では苦戦している。一方、スキンケアやエレクトロニクスでは韓国ブランドが急速に伸びている

ことから、日本企業も脅威を感じている。その背後に K-POP 等の振興を通じた韓国のクールコリア政策の後押しがあると言われて

いる。クールコリアは現地の人々の感覚の合わせた「マーケットイン」の姿勢が評価されているが、一方、クールジャパン政策は彼ら

の考え方を無視した「プロダクトアウト」な姿勢が批判されている。日本企業も政府も、本来の「いい国のイメージ」をビジネスに十



分活かせていないのではないか。「共感」の欠如と、それをビジネスに活かす視点が欠けていることが問題なのではないか。 

３．研究テーマの課題 

 日本の国自体の良いイメージは、工夫次第で、日本製品のブランド価値をさらに高め、購買意欲を高めることができると考えら

れる。私たちはブランド価値を購買意欲に結び付けるより効果的な手段として「価値類似性」に着目する。「価値類似性」とは重

要視している価値が相手と自分との間でどれくらい一致しているかという考え方のことである。つまり「共感」である。企業は共感を

もたれているイメージを消費者にアピールすることで、自らのブランド価値を上げることができると考えられる。 

 では具体的に、外国に対するどの側面の「共感」が、その国のブランドの商品のどのような価値を感じさせているのだろうか。新興

国で勢いのある韓国ブランドと日本ブランドではその内容がどう違うのか。消費者とのコミュニケーションで「価値類似性」を訴えるこ

とは、通常の相手国のイメージ（「相手認識」）を訴えるよりも本当に効果が高いのか。それを実証する必要がある。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

課題を実証するために分析モデルを作成した。「原産国効果(country-of origin effect)」、「消費者価値」及び「価値類

似性」に関する先行研究を参照した。それらで使用される概念を基に「国のイメージ」、「企業のブランド価値」、「購買意欲」とい

う概念の関連性を探る。「国のイメージ」をより具体的に特定するため「価値類似性」という考え方を使う。①価値類似性はブラン

ド価値に直接影響を与える。②企業のブランド価値は購買意欲に影響を及ぼす。③相手認識よりも価値類似性がブランド価値

に強く影響を及ぼす。という 3 つの仮説を検討する。第 3 の仮説は、価値類似性の効果が優れていることを証明するため「国のイ

メージ」として通常使われる「相手認識」を使ったモデルと比較して実証する。モデル①及び②より、価値類似性を企業が消費者

に訴えることで、ブランド価値を上げ、それが購買意欲を引き起こすことを示す。 

日本企業と政府がとるべき具体的な方策を考えるため、インドネシア市場でのスキンケア製品とエレクトロニクス製品を事例に、

日本のどの側面に感じる共感が、どの製品のどの価値を感じさせているのか、それが韓国ブランドとどう異なるのかを、具体的に明ら

かにする。日本と韓国のブランド評価を最もよく説明する具体的な「国のイメージ」の組み合わせを探し、「消費パス図」として示す。

それを示すことで、日本ブランドの価値を高め、消費者行動を促進させる具体的な方策や手助けとなる政府の戦略を探る。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

アンケート調査 

 我々の研究対象はインドネシアにおける 20 代前半の若い消費者である。比較のため日本人消費者も対象とした。2019 年の

６月から７月にかけて日本で、同年8 月にインドネシアのバンドンでアンケート調査を行った。アンケートの項目は以下のとおりであ

る。①基本情報(年齢、性別)、②価値観(自分の価値観、その人が認識する相手国＝韓国と日本＝の価値観)、③ブランド

評価、購買意欲(日本／韓国ブランドのスキンケア製品とエレクトロニクスの評価)。価値観とは、「社会や人生で何を大事だと思

うか」である。国際的な文化比較で有名なホフステードの6次元モデルを参考に、「目上の人の教え」「秩序／規律」「リスク回避」

「長期的な成長」「今の楽しみ」など 16 項目の質問を作成した。アンケートでは各質問について４段階評価をお願いし、例えば

「大事である」が 4 点、「大事でない」が 1 点というように点数化した。 

価値類似性の変数設定(計測の仕方) 

 本研究の鍵となる価値類似性は上記のアンケート調査の②で計測した。計測の仕方は、まず(1)自身の価値観の重視度、

(2)外国の価値観の重視度(例えば、インドネシア人が思う、日本人の価値の重視度)を聞く。(1)から(2)を引いた数値の絶対

値を「価値類似性」とした。絶対値で 0 に近いほど価値観が一致していると見なす。3 に近いほど価値観が一致していないと見な

す。また、(2)の数値が「相手認識」である。 

独自データをもとに分析 

 上記のアンケート調査によるサンプル(日本 146、インドネシア 179)をもとにした価値類似性、ブランド評価、購買意欲の 3 種

類の変数の関係性(消費パス)を考察した。重要なのは、価値類似性からブランド評価への影響力である。まず二相関分析の結

果をもとにその国のモデルに適した国のイメージの要素（価値類似性および相手認識）を選択した。次に消費パスを特定するた

め、構造方程式モデリング(SEM)を用いた分析を行った。SEM ではサンプルをモデルにあてはめ、モデルの適合性を見ながら、ブラ

ンド評価を高める最適な変数の組み合わせを特定した。その上で、係数やモデル適合性から、最適な消費パスを選んだ。 



 

６．結果や今後の取り組み 

分析結果 

インドネシア市場、日本市場の両方で、国のイメージがいいほど、その国のブランドの評価が上がり、ブランド評価が購買意欲を

促進することが明らかになった。そして両国で、日本に対しても韓国に対しても、国のイメージとして、価値類似性（共感）を感じ

る人の方が、単に相手認識がいいと感じるよりも、ブランド評価を高める効果が強いことが明らかになった。 

ブランド評価を高める具体的な国のイメージ（価値類似性）の項目を特定した。インドネシア市場における韓国のスキンケア

製品では、「女性の社会進出」「見た目の魅力」が大事といった側面の共感が重要であった。一方、日本ブランドに対しては「集

団の秩序(社会規律安定)」「科学技術」「イノベーション」を重視するという項目での共感がブランド評価を高めることが明らかにな

った。以上から、インドネシア市場で、共感に訴えかけることがより効果的にブランド価値を上げると推測した。そして、日本企業や

政府がインドネシアで訴える共感の具体的な項目として、①すでに成功している韓国ブランドの事例から、日本のイメージとして

「女性の社会進出」をインドネシアの消費者に訴える、そして、②日本ブランドに対して高い効果が認められた「集団の秩序(社会

規律・安定)」というイメージを訴える、という二つの方向性がいいと考えた。 

図 1  出所）アンケートより作成 

 

表 1 出所）アンケートより作成 

 

政策提言 

 以上の分析結果から新興国で日本企業のブランド価値を上げるための政策を考察した。その際に企業と政府の双方に提案す

る。企業は、すでに現地の人が抱いている既存のいいイメージに訴えかけることが重要である。政府は、より大規模に、その国の人

に「新しいイメージ」を持ってもらうような取り組みが求められる。企業向けには既に共感されている「社会の規律・集団の秩序」とい

う側面をアピールすることを提案する。具体的にはシンクロ競技を使って宣伝広告を行う。シンクロ競技はタイミングを合わせ、同時

に競技を行うため集団の秩序・社会の規律安定や調和をアピールできる。日本政府には JETRO(日本貿易振興機構)本部に



「イメージ向上部門」の設置を提案する。その部門では国のイメージ調査やイメージ付け専門の職員を各国にある JETRO 事務

所に派遣させる。専門の職員は映画作成やイベント開催を行う。その際に、韓国の分析結果から得られた「女性の社会進出」と

いう側面をアピールする。20 代前半に広く浸透している YouTube や Instagram のような SNS メディアを活用する。対象とする

国や産業によって重要視される価値観は異なる。そのためこれらの提案は一例であり、さらなる調査が必要である。 
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